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梅雨期及び台風期における災害警備態勢の強化について（通達）

梅雨期及び台風期における防災態勢の強化について、中央防災会議会長（内閣総理大

） 、 、臣 から別添のとおり通知があったので 各管区警察局及び各都道府県警察にあっては

新型コロナウイルスの感染防止に配慮しながら、下記事項に留意のうえ、梅雨期及び台

風期における災害警備態勢の強化に努められたい。

なお、本通達の発出に伴い 「梅雨期及び台風期における災害警備態勢の強化につい、

て （令和２年６月12日付け警察庁丁備発第119号）は廃止する。」

記

１ 都道府県警察の措置

(1) 災害危険箇所の実態把握等

ア 過去の風水害の発生状況から、集中豪雨、台風、突風（竜巻等）等による被害

の発生が予想される

○ 山（崖）崩れ危険箇所

○ 倒壊及び落下のおそれのある建造物、工作物

○ 宅地造成地等における地滑り危険箇所

○ 洪水及び高潮による浸水危険箇所

○ 局地的大雨による河川の氾濫、急な増水、道路冠水等の危険箇所

○ 土石流、鉄砲水等流出危険箇所

○ 地下施設等地下空間における浸水危険箇所

○ 最近の風水害・地震・火山噴火等による被災箇所

等の災害危険箇所の実態把握を行い、平素から関係自治体との情報共有を積極的

に図るとともに、同所に対する警戒を徹底すること。

イ 災害復旧事業施行中の箇所については、災害の再発、復旧作業中の事故等を未

然に防止するため、気象情報等に留意しつつ警戒監視を行うなど、適切な措置を

講じること。

、 。 、ウ 自治体 施設管理者等に対する管理者対策を積極的に推進すること とりわけ

要配慮者利用施設に対しては、自治体と連携した避難訓練の実施、避難状況の確



認に必要な連絡体制の確立、避難の確保のための措置に関する計画の作成等につ

いて、過去の被害事例を踏まえた実効性のある対策を講じること。

エ 災害危険箇所周辺の避難路及び避難場所の点検・検証を行うこと。

(2) 情報収集と的確な情勢判断

各種気象情報、河川の水位情報や流域の浸水情報、土砂災害、竜巻等突風に関す

る異常な自然現象等の災害情報を迅速かつ正確に収集するため、国土交通省の地方

機関、気象台、自治体等の防災関係機関との連携体制の確立を図るとともに、地域

住民やボランティア団体との協力体制の強化に努めること。

また、収集した災害関連情報については、多角的に分析・検討を加えるなど、的

確な情勢判断を行うこと。

(3) 警備態勢の早期確立

災害が発生するおそれ段階で、国に災害対策本部が設置される場合があることを

踏まえ、各種気象情報・警報に基づき「災害警備連絡室」等を設置し、事態の変化

に応じて体制の見直しを図るなど、適切な指揮体制の確立を図ること。

また、早期に災害警備部隊、指揮支援班等の出動態勢を整え、特に、多数の被災

者の救出救助が予想される場合には、躊躇なく警察災害派遣隊即応部隊の派遣を求

めるなど、人命の保護に万全を期すること。

なお、指揮体制の確立等に際しては、特定の職員に過度な負担がかかり、機能不

全に陥ることがないよう、平常時から災害時において優先すべき業務を絞り込むと

ともに、当該業務を遂行するための役割を分担する等、組織を挙げた体制をあらか

じめ構築しておくこと。

併せて、大きな被害発生が予想される場合には、警察庁災害対応指揮支援チーム

（D-SUT）の派遣も念頭に置き、躊躇することなく警察庁に相談すること。

(4) 住民の主体的な避難行動に資する環境の構築

災害が発生するおそれのある地域については、警察職員の認知した情報を積極的

に関係自治体に提供するなど、市町村が行う避難指示等の発令に関する各種取組に

ついて協力すること。

また、気象庁、施設管理者等が警戒レベル相当情報として、避難指示等の発令に

資する情報を市町村に提供すること等により、市町村の避難指示等の発令判断を支

援することとされているので、これに留意し、住民の主体的な避難行動を支援する

こと。

、 、さらに 市町村や都道府県の区域を越えた広域避難が必要となる地域においては

市町村、都道府県等の関係機関間で早めの情報共有や調整、意思決定がなされるよ

う、平時より関係機関間で顔の見える関係を構築し、具体的な計画や協定等の締結

を進めるなど円滑な広域避難の実施に向けた取組を支援すること。



(5) 要配慮者への情報伝達等

高齢者、障害者、乳幼児等の要配慮者に対しては、安全かつ迅速な避難が実施さ

れるよう、関係自治体との連携、各種広報媒体を活用した広報等に配意すること。

(6) 災害警備活動用装備資機材及び庁舎機能の点検整備等

災害の発生に備え、災害警備活動用装備資機材の点検整備及びその保有実態の把

握を行うとともに、操法訓練を反復して実施するなど災害警備活動に齟齬のないよ

う配意すること。

また、各都道府県警察で策定した業務継続計画に基づき、業務継続のために必要

な庁舎機能及び非常用電源の確保状況について点検を行い、必要に応じて業務継続

計画の見直しを行うなど、災害発生時の業務継続に遺漏のないようにすること。

(7) 関係部門との連携

災害の発生に備え、管内の無線不感地帯の把握、簡易中継機能等による対処法に

ついての指導教養を行うとともに、情報通信部門との連絡体制を再点検し、災害警

備部隊等が出動する際には、機動警察通信隊の出動を要請するなど、通信の確保に

配意すること。

また、災害発生時における警察用航空機の運用について、関係部門との調整を図

ること。

(8) 安全対策の徹底

ア 活動時における安全対策

現場での災害警備活動に当たっては、土砂災害等の二次災害の発生のおそれが

高いことから、各種事故防止に万全を期すること。

イ 災害対応における新型コロナウイルス感染症防止対策

「災害対応における新型コロナウイルス感染症防止対策について（通達 （令）」

和３年４月22日付け警察庁丁備二発第113号ほか）において示した災害対応にお

ける感染防止対策に万全を期すること。

(9) 事態対処の指揮等に当たる幹部が留意すべき事項の再確認

災害警備本部等設置等において、事態対処の指揮等に当たる幹部は 「大規模災、

害発生時における初動態勢の更なる強化等について（通達 （令和２年２月13日付）」

け警察庁丁備発第35号）において示した留意事項を再確認し、発災時における迅速

・的確な対応に万全を期すこと。

２ 管区警察局の措置

管区警察局にあっては、府県警察との連携を密にし、管区内における災害関連情報

の把握に努めること。

また、災害が発生するおそれのある場合は、指揮体制の早期確立を図るとともに、

関係府県警察に対する必要な指導調整等を行うこと。



３ 警察庁への報告

災害の発生を認知した場合の警察庁への報告については 「災害警備実施時及び災、

害月報の報告要領について（通達 （平成29年12月21日付け警察庁丁備発第485号））」

に基づき、定められた様式等による報告を徹底すること。
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